全国知事会、感染抑制と経済両立で緊急提言
Go To実施、訪日観光再開へロードマップを
　全国知事会は4月26日、ゴールデンウィーク（GW）を前に、新型コロナウイルス緊急対策本部オンライン会議を開催し、コロナ感染再拡大の抑制と社会経済活動の両立に向けた緊急提言をまとめた。
それによると、政府に対して、感染抑制と社会経済活動を両立する具体的対策の提示と、ウィズコロナに向けたロードマップを早急に示すことを求めた。とくに、観光支援策では、Go Toトラベルキャンペーンの早期実施とともに、観光目的のインバウンド再開の条件や国際往来自由化のためのロードマップを示すことを要望した。
全国知事会は今回の緊急提言の中で、観光支援策等の推進として、新たなGoToトラベル事業は、割引率を高く設定するなど、観光需要を十分に喚起できるよう効果的な支援制度とするとともに、制度の開始時期などの詳細を早急に示すことを求めた。
また、国が実施するGoToトラベルキャンペーン開始までの間の需要喚起策として、都道府県が実施している地域観光事業支援（都道府県民割）について、十分な財源措置を講じるとともに、事業の実施には、感染拡大防止対策と社会経済活動の両立が確実に図れるように、航空機による広域移動の際の「搭乗前無料検査」を含め、ワクチン接種歴や検査などを活用した新たな仕組みの内容や運用を早急に示すことを要望した。
さらに、観光事業者の大きな負担となっている感染防止対策や施設維持等に対する十分な支援策を講じることと併せて、コロナ禍の影響の分析・検討することを求めた。
知事会は、それに基づき国内旅行、訪日外国人旅行客の受入れのための観光再生ビジョンを強力に打ち出すとともに、ワクチン接種の進展により、諸外国では観光目的の入国者に対する制限の緩和が加速していることから、わが国のインバウンド再開の条件やロードマップを示すことを提言した。
また、水際対策の緩和については、世界各国・地域での感染状況を踏まえつつ、外国人留学生や技能実習生など社会活動に与える影響に配慮し、外国人枠を別枠で設定することを含め、柔軟かつ適切に対応することを求めた。
雇調金の特例措置、全国一律に適用延長を

中小零細融資見直し、超長期融資制度創設

雇用対策については、雇用調整助成金等の全国一律の特例適用を要望した。新型コロナウイルス感染症の影響を受け、全国的に幅広い事業者が厳しい状況にあることから、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の適用の有無に関わらず、全国一律に地域特例と同等の内容を適用するとともに、長引くコロナ禍により幅広い分野で消費が低迷している社会状況を踏まえ、引き続きさなる延長の検討を要求した。
また、今後、雇用調整助成金等の特例措置の期間や内容等を見直す際は、地域経済と雇用情勢を十分に把握・分析し、都道府県の意見を十分聞いた上で行うことも求めた。
事業者の資金繰り支援は、新規・追加融資の迅速かつ柔軟な実行の徹底、返済猶予・条件変更も含めたアフターケアを金融機関に指導するなどフォローアップを強化するとともに、昨年３月末で申込みが終了した民間金融機関の無利子融資の条件変更に伴う追加保証料の補助を実施することを求めた。
さらに、中小零細事業者等に対し償還・据置期間の見直しを弾力的に行うほか、追加融資のニーズに対応するための信用保証協会による信用補完制度の拡大や、信用保証に基づく代位弁済、代位弁済に対して都道府県が行う損失補償、預託原資調達にかかる借入利息、国の民間金融機関を通じた無利子・無保証料融資の終了後も都道府県が独自の資金繰り支援対策により生じる負担に対する支援または国による融資制度の創設を強く要望した。
加えて、中小企業の返済の負担を減らすため、民間金融機関で、既存融資から自由に借換が可能で、かつ借入期間が１５年を超える超長期の融資制度を国が創設することを求めた。
事業再構築の要件緩和、持続化給付金増額
事業復活支援金、地方創生臨時交付金拡充を
中小企業の事業支援では、中小企業事業再構築促進事業の要件が厳しいことから、小規模事業者も含め、より多くの中小企業が取り組みやすくなるように新規性要件等の補助対象要件を緩和することを求めた。
また、中小企業生産性革命推進事業を多くの事業者が活用できるように柔軟に対応し、とくに、持続化補助金は採択率の向上につながる予算の増額や、添付書類の簡素化、事務手続きの迅速化、補助事業終了後の速やかな事務処理などを要求した。
さらに、事業復活支援金は額が小さく、中小事業者の事業継続・回復効果が十分に期待できないことから、支援額の大幅増額や売上減少率の要件を緩和するとともに、事前確認や書類提出の簡素化、支援金算定方法の周知や電子申請サポート会場の各都道府県への複数設置等により迅速に給付することを求めた。
また、支援金の算定は休業要請等に係る協力金を月間事業収入に算入しない取扱いにするとともに、給付額の上限を引き上げ、算定対象期間を４月以降とした同様の支援制度の創設を要望。
併せて、事業復活支援金の支給を前提に独自の支援金制度を実施している自治体が、円滑に事業者支援に取り組むことができるように事業復活支援金の受給者情報を早期に提供し、財源は地方交付税の交付・不交付にかかわらず、国の責任で全ての自治体に確実に措置することを求めた。
次に、地方創生臨時交付金等の弾力的な運用と拡充を要望した。都道府県が地域の実情に応じて実施する事業が幅広く対象となるよう制度の見直しを行うとともに、柔軟な執行が可能となるよう、繰越要件や基金積立要件の弾力化など、機動的な運用や手続きの簡素化などを求めた。令和３年度補正予算で措置された地方単独事業分の配分残額を早急に配分することを訴えた。
